
 

 
 
１ 決算の概要 
（１） 全会計の歳出決算規模 

 

 

 

 

 
 
全会計合計の歳出決算規模は 1 兆 6,220 億円で，前年度から△513 億円の減となった。会計別

では，一般会計が，生活保護費や中小企業金融対策預託金の増加，子ども手当の創設などにより，

370 億円の増となった。特別会計は，高金利企業債の借換が減少したことに伴う市公債特別会計

の減や，定額給付金給付事業特別会計の21 年度末での閉鎖などにより，△638 億円の減となった。

また，公営企業会計は，地下鉄事業における建設企業債借換分の元金償還金の減などにより， 

△245億円の減となった。 
 
（２）財政健全化法に基づく健全化判断比率 

 

 

 
 
 

財政健全化法に基づく健全化判断比率については，20 年度の一般会計決算で生じた過去最大の

30 億円の赤字を着実に解消し，19 年度決算以来3年ぶりに7 億円の黒字を確保できたことなどか

ら，実質赤字は解消した。また，連結実質赤字についても，市バス・地下鉄事業の資金不足額の

縮小（市バス△86 億円→△70 億円，地下鉄△264 億円→△178 億円），上・下水道事業の資金状況

の改善（上水道＋88 億円→＋107 億円，下水道＋103 億円→＋135 億円）などにより，192 億円の

赤字額が6億円にまで大幅に縮減し，連結実質赤字比率は0.16％に改善した。 

実質公債費比率及び将来負担比率については，ほぼ前年度並みとなった。 

 

（３）今後の財政運営 

22 年度決算において，実質赤字を解消し，連結実質赤字比率についても大幅に改善させること

ができた。 

しかしながら，歳入の根幹をなす市税収入や地方交付税等について，短期的には，東日本大震

災や急激な円高による減収が懸念され，中長期的には，生産年齢人口の減少に伴い納税者が減少

することとなる。 

こうした中，高齢化の進展等に伴い社会福祉関係経費が一層の増加を続けることに加えて，リ

ーマンショック以降の急激な財政悪化に歯止めをかけるために，公共下水道事業における資本費

【経過措置】20，21年度決算 40.00％，22年度決算 35.00％ 
23年度決算～  30.00％ 

億 百万円 億 百万円 億 百万円

一般会計 7,303 72 7,673 35 369 63

特別会計 6,627 30 5,989 19 △ 638 11

公営企業会計 2,802 23 2,557   30 △ 244 93

全会計合計 1兆6,733 25 1兆6,219 84 △ 513 41

21年度
（Ａ）

22年度
（Ｂ）

差引
（Ｂ）-（Ａ）

21年度 22年度 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 0.30% - 11.25% 20.00%
連結実質赤字比率 5.47% 0.16% 16.25% 35.00%
実 質 公 債 費 比 率 12.7% 13.1% 25.0% 35.0%
将 来 負 担 比 率 247.7% 235.0% 400.0% -



 

平準化債や地下鉄経営健全化出資債など，市債を活用した資金手当を行ったことにより，当分の

間，その償還負担に備える必要があり，財政運営がますます困難を極めることは明らかである。 

このため，23 年度中に本市の成長戦略ともいうべき「はばたけ未来へ！京プラン」に掲げる重

点戦略の実施計画と，財政改革有識者会議の提言を踏まえた財政構造改革策を盛り込んだ行政経

営の大綱の実施計画を策定する。そして，新たな観光振興計画やＭＩＣＥ戦略の推進，技術の橋

渡し拠点整備，岡崎地域の活性化，梅小路公園再整備など都市の成長のための戦略と全会計を通

じた財政の構造改革を一体として推進することにより，公債償還基金の活用などの特別の財源対

策に依存しない財政構造の確立を早期に実現する。 

 

（４）一 般 会 計 

区      分 21年度 22年度 増減
 

歳 入 総 額 
億

7,340
百万円

07
億

7,714
百万円

31
億

374
百万円

24

歳 出 総 額 7,303 72 7,673 35 369 63

歳 入 歳 出 差 引 額 36 35 40 96  4 61

翌年度へ繰り越すべき財源 

（繰越事業費－未収入特定財源） 

46 86 33 65 △13 21

（210億84百万-163億98百万） （172億83百万－139億18百万）

実 質 収 支 △10 51  7 31 17 82

単 年 度 収 支 ＋19 85 ＋17 82 △2 03

ア 22年度における主要施策の推進 

22 年度においては，引き続き厳しい財政事情の下にあっても決して縮小一辺倒に陥ることなく，

地方交付税等や国庫支出金の確保にも努め，不況の直撃を受ける市民のいのちと暮らし，安心・

安全を支える施策や，厳しい経営が続く市内中小企業，地場産業を支えるための施策の推進に特

に力を注いだ。あわせて，京都の未来を切り拓く取組を積極的に展開した。この結果，22 年度の

歳入，歳出の規模はともに前年度を5.1％上回り，歳入総額7,714億円，歳出総額7,673億円を確

保した。 

主要な施策としては，保育所7 箇所，270 人分の整備をはじめとする保育サービスの充実，特別

養護老人ホーム 9 箇所，299 人分の整備など介護基盤の充実，学校施設の全棟耐震化や延べ 1,644

人の雇用創出（雇用対策事業特別会計），中小企業金融支援のための新規融資枠 2,200 億円への拡

大などに取り組んだ。 

また，京都の未来を切り拓く取組については，「環境モデル都市」の推進や「未来の京都への先

行投資と京都創生」などを重点事項とし，太陽光発電や次世代自動車の普及促進事業の展開，新

たな夏の風物詩・京の七夕事業の実施，新産業技術研究所整備や知恵産業融合センターの創設，

京都高速道路整備，京阪本線淀駅周辺整備などを進めた。 

イ 22年度決算の収支 

22 年度決算については，18 億円の単年度黒字を確保することにより，20 年度決算で生じた過去

最大の30億円の実質（累積）赤字を解消し，19年度決算以来3年ぶりに7億円の実質（累積）黒

字となった。また，22 年度当初予算で予定していた公債償還基金からの41 億円の取崩しは，全額

回避することができた。 

この結果，リーマンショック以降の世界同時不況の本市財政への影響は極めて深刻であったも



 

のの，急激な財政悪化には歯止めをかけることができたが，これらは以下の取組を推進したこと

によるものである。 

22 年度の財政運営においては，過去最大の赤字を解消するため，市長を本部長とする財政健全

化推進本部を中心に，全庁を挙げた財政健全化の取組を21年度に引き続き強力に推進した。 

具体的には，歳出面において，マニフェストに掲げた職員 1,000 人の削減，さらに，    

京都未来まちづくりプランに掲げた 1,300 人の職員削減の目標を上回る 1,444 人の削減の取組の

推進と全職員の給与カットなどにより，給与費については，20 年度決算に比べて106 億円，8.2％

の減（21 年度決算比18 億円，1.5％減）となる1,188 億円まで削減した。また，22 年度当初予算

編成における 48 億円の事務事業の見直しに加えて，予算執行段階においても，徹底した経費の節

減に取り組んだ。 

歳入面では，市税収入が，20 年秋のリーマンショック以降の景気回復の遅れに伴う給与所得の

減少などにより2年連続して減少し，20年度決算を212億円，7.9％下回る（21年度決算比73億

円，2.9％減）2,452 億円にまで落ち込んだ。こうした中，地方交付税等については，国への積極

的な要望活動等により2 年連続で増額となり，20 年度決算を247 億円，30.9％上回る（21 年度決

算比 169 億円，19.3％増）1,048 億円を確保することができた。15 年度決算の 1,307 億円をピー

クに減少傾向が続いていた地方交付税等について，5年ぶりに1,000 億円台を確保することにより，

市税の大幅な減収を補てんすることができ，累積赤字の解消に寄与した。 

 

（５）特別会計 

 ア 歳出決算規模 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会計名 伸び率
億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％

母子寡婦福祉資金貸付事業 4 22 4   03 △ 19 △ 4.5
国民健康保険事業 1,421 54 1,435 39 13 84 1.0
介護保険事業 918 88 959 56 40 67 4.4
老人保健 88 39 △ 49 △ 56.0
後期高齢者医療 144 47 145 99 1   52 1.1
地域水道 6   03 5   90 △ 13 △ 2.2
京北地域水道 16 60 12 47 △ 4 13 △ 24.9
特定環境保全公共下水道 11   01 24   85 13 84 著増
中央卸売市場第一市場 24 35 25   05 70 2.9
中央卸売市場第二市場・と畜場 7 85 7 77 △ 8 △ 1.1
農業集落排水事業 48 49 1 1.5
雇用対策事業 14 24 18 17 3 94 27.7
土地区画整理事業 2   08   52 △1 56 著減
駐車場事業 21 23 21 20 △ 3 △ 0.1
土地取得 55 45 92 30 36 84 著増
基金 651 77 541 16 △110 61 △ 17.0
市公債 3,107 38 2,693 96 △413 43 △ 13.3
定額給付金給付事業 218 81 - △218 81 皆減

特別会計合計 6,627 30 5,989 19 △ 638 11 △ 9.6

※百万円未満を端数処理しているため，合計の一致しない箇所がある。

21年度 22年度 増減



 

 
 
イ 収支の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  高齢化の進展等に伴い，介護保険事業が対前年度＋4.4％，市北部地域の下水道事業の進ちょくに

伴い，特定環境保全公共下水道事業が大幅増になった。また，国の緊急雇用対策事業の財源を活用し

て，京の旬野菜「時待ち食」キャンペーンの実施など 59 事業を実施した雇用対策事業が対前年度比   

＋27.7％となった。一方，基金特別会計は，公債償還基金の取崩しの減などにより，市公債特別会計

は，高金利企業債の借換えの減により，ともに前年度に比べて減少した。 

国民健康保険事業においては，国の補助金について，本来交付される額に比べて過大に交付された

ことなどから，単年度収支が15億46百万円の黒字となり，累積赤字は64億23百万円に縮小した。

なお，過大交付分については，23年度において返還する必要がある。 

また，老人保健については，22 年度末をもって会計を閉鎖し，剰余金は一般会計に引き継ぎ，23

年度の国民健康保険事業への財政支援などに活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会計名
億 百万円 億 百万円 億 百万円

母子寡婦福祉資金貸付事業 1 51 1 36 △ 15
国民健康保険事業 △ 79 69 △ 64 23 15 46
介護保険事業 7 57 7 94 37
老人保健 3 59 3 67 7
後期高齢者医療 5   09 4   95 △ 13
地域水道 - - -
京北地域水道 - - -
特定環境保全公共下水道 - - -
中央卸売市場第一市場 3 80 3 25 △ 55
中央卸売市場第二市場・と畜場 - - -
農業集落排水事業 - - -
雇用対策事業 - - -
土地区画整理事業 1 59 1 68 9
駐車場事業 - - -
土地取得 - - -
基金 29 1 18 89
市公債 2 0 △ 2
定額給付金給付事業 -

特別会計合計 △56 24 △40 20 16   04

※百万円未満を端数処理しているため，合計の一致しない箇所がある。

２１年度 ２２年度 増減



 

 

（６）公営企業会計 

ア 歳出決算規模 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 単年度収支の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 資金不足比率の状況 
 
 
 
  ※他の会計において，資金不足は発生していない。 
（ア）病院事業 

市立病院については，入院収益は 10 年ぶりの診療報酬プラス改定の効果及び患者数の増加によ

り，外来収益は，地域連携の取組を推進し，高度急性期医療を担う市立病院での診療の必要性の

高い患者を診療したことなどから，診療収入は増加した。一方，支出においては，材料費，支払

利息が減少したものの，退職手当の増に伴う給与費や経費が増加し，支出増となったが，収入増

を下回ったことから，過去最高となる単年度黒字2億64百万円を計上することができた。  

また，京北病院については，収入は診療収入の減があったものの，支出において給与費及び委

託料が減少したことから，単年度赤字額は前年度の1億74百万円から縮小し，96百万円とするこ

とができた。 

会計名 伸び率

億 百万円 億 百万円 億 百万円 ％

病院事業 収益的支出 135 26 140 27 5   01 3.7
資本的支出 41 35 19 63 △ 21   72 △ 52.5

計 176 61 159 90 △ 16 71 △ 9.5
水道事業 収益的支出 282   61 279   89 △ 2 72 △ 1.0

資本的支出 222   05 236   12 14   07 6.3
計 504 66 516   01 11 35 2.2

公共下水道事業 収益的支出 441 68 431 96 △ 9   72 △ 2.2
資本的支出 542   57 564   50 21 93 4.0

計 984   25 996   46 12   21 1.2
自動車運送事業 収益的支出 196 99 186 83 △ 10 16 △ 5.2

資本的支出 30 34 31   01  67 2.2
計 227 33 217 84 △ 9 49 △ 4.2

高速鉄道事業 収益的支出 412 82 359 65 △ 53   17 △ 12.9
資本的支出 496 55 307 43 △ 189   12 △ 38.1

計 909   37 667   09 △ 242   28 △ 26.6

2,802 23 2,557   30 △ 244   93 △ 8.7

※消費税及び地方消費税抜きの数値である。
※百万円未満を端数処理しているため，合計の一致しない箇所がある。

21年度
（Ａ）

22年度
（Ｂ）

増減
（Ｂ）－（Ａ）

公営企業会計合計

億 百万円 億 百万円 億 百万円

病院事業 　   03 1 68 1   65
水道事業 10   82 12   85 2   03
公共下水道事業 △ 13   09 38   03 51   12
自動車運送事業 18 39 22 11 3 72
高速鉄道事業 △ 117 11 △ 85   74 31   37
※消費税及び地方消費税抜きの数値である。
※自動車運送事業，高速鉄道事業については，経常損益であり，その他の事業については純損益である。

会計名 平成21年度損益 平成22年度損益 増減

21年度 22年度 経営健全化基準

自動車運送事業 45.9% 37.4%
高速鉄道事業 114.5% 76.2%

20%



 

病院事業全体としては，前年度から純利益が大幅に増加し，2 年連続の黒字で過去最高となる当

年度純利益1億68百万円を計上した。 

（イ）水道事業 

収入においては，水需要が夏季の猛暑などの影響により若干ではあるものの 6 年ぶりに増加し

たことにより，水道料金収入が増加したが，その他収益を加えた総収益については，土地売却収

益の減などに伴い減少した。一方，支出においては，物件費及び減価償却費等が増加したものの，

「中期経営プラン」及び「企業改革プログラム」に基づく職員給与費の削減に加え，支払利息等

の削減により，総費用を減少させた。この結果，純利益は 12 億 85 百万円と 4 年連続の黒字とな

り，この黒字相当額を財務の健全化を図るため利益処分することとし，累積黒字は 50 億 7 百万円

となった。また，当年度実質資金剰余額は5億6百万円と3年連続の黒字となった。 

（ウ）公共下水道事業 

収入においては，水需要が夏季の猛暑などの影響により若干ではあるものの 6 年ぶりに増加し

たことにより，下水道使用料収入が増収となったことに加え，一般会計繰入金について，会計処

理の変更により，雨水処理負担金として繰り入れる額が増加したことなどに伴い，総収益が増加

した。一方，支出においては，「中期経営プラン」及び「企業改革プログラム」に基づく職員給与

費の削減に加え，支払利息等の削減により，総費用を減少させた。この結果，純利益は 38 億 3 百

万円と 2 年ぶりの黒字となり，前年度末からの繰越欠損金を解消したうえで，残る利益 4 億円は，

資本的収支の資金不足額を補てんするため利益処分することとした。また，汚水処理経費が下水

道使用料で賄えているかを表す当年度実質資金剰余額も2 億 62 百万円と2 年ぶりの黒字となった。 

（エ）自動車運送事業 

記録的な猛暑や東日本大震災の影響はあったものの，お客様の利便性向上に向けたダイヤ改正

の効果もあって，旅客数が増加し運送収益が増収となった一方で，経営健全化計画に基づき一般

会計からの任意補助金を削減したことなどから，経常収入が減少した。しかしながら，経営健全

化の取組を推進し，バス車両更新台数の抑制や経費の削減に取り組んだことに加え，定年退職者

数の減により退職手当が減少したことなどから，経常支出が減少したため，経常損益は経営健全

化計画の22年度見込みである9億円を大幅に上回る22億11百万円と8年連続の黒字となった。 

また，資金不足比率は，前年度から8.5ポイント改善し，37.4％となった。 

（オ）高速鉄道事業 

記録的な猛暑や東日本大震災の影響はあったものの，ダイヤ改正や全庁的な推進体制の下での

増客の取組に加え，「Kotochika 四条」や，駅周辺の大型店舗の開業等の効果もあり，旅客数が増

加するとともに，一般会計補助金の増などにより，経常収入は前年度を上回った。また，支出面

においては，駅職員の一部民間委託化や経費の削減に取り組んだことに加え，高金利企業債の借

換に伴う支払利息の減などにより，経常支出が前年度を下回った。この結果，経常損益の赤字幅

は前年度に比べ31億37百万円改善し，85億74百万円の赤字となり，経営健全化計画の22年度

見込みの123億円の赤字を大幅に上回る収支改善を図ることができた。 

また，現金収支（償却前損益）の黒字額が，前年度の15億81百万円から43億7百万円に拡大

したことから，資金不足比率は，38.3ポイント改善し，76.2％となった。 
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市債現在高の推移
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（注１）満期一括償還に伴う積立金相当額を除いている。

（注２）百万円未満を端数処理しているため，合計の一致しない箇所がある。

主な基金の状況 （単位：百万円）

(注)市庁舎整備基金及び公債償還基金の21年度末及び22年度末の上段は，一般会計への貸付を除いた数値
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国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除いた実質的な市債残高は，一般会計分は，平成21年

度末を13億円上回る9,817億円となったが，全会計合計では，平成21年度末を138億円下回る1兆

9,427億円となり，平成15年度以来8年連続で前年度を下回った。


